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欧州共同体の使節権をめぐって
　　It would appear,…that many of the leading principles of the modern law of 
nations have come down to us from a period of remote antiquity.
――John Hosack*
　　Custom is normally a relatively slow process for evolving rules of law, since 
the practice in question will take time to develop and it will usually only be some 
time thereafter that the necessary opinio juris will grow up in relation to it…
To some extent the growth in the role of international organisations as a factor 
in international life contributes to a more rapid adjustment of customary law 
to the developing needs of the international community. Apart from any more 
direct function of international organisations as a potential source of law, the 
concentration of State practice now developed and displayed in international 
organisations and the collective decisions and the activities of the organisations 
themselves may be valuable evidence of general practices accepted as law in the 
fields in which those organisations operate.
――Sir Robert Jennings and Sir Arthur Watts**
はじめに
　このシリーズは、今回で終了する。思えば、本紀要の第 123 号（2004
年 9 月刊）以降ほとんど毎号に欧州共同体（のち欧州連合＝ EU）の外交
欧州共同体の使節権をめぐって
―Parerga und Paralipomena (4) ―
川　崎　晴　朗　
* On the Rise and Growth of the Law of Nations,as Established by General Usage and by Treaties, from 
the Earliest Time to the Treaty of Utrecht (London: John Murray, 1882), p.21.
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な領域、政府及びその他の国家と関係を取り結ぶ能力（capacité d＇entrer en 
relations avec les autres Etats）、換言すれば外交能力をもたなければならな










































　F. de Martens は、国際交通権は国際社会の本質そのものから生ずるもの
であり、それは国際法の基盤（base）という役割をもつ、といい (2)、また
Oppenheim は、1905 年に上梓した International Law の初版で、国際交通は
すべての主権国家がもつ国際法人格の前提（preposition）である、と述べ




(2) Traité de Droit International (Paris: Librairie A. Marescq Ainé, 1883), I, 404―5. 本書は、Alfred Léo 
がロシア語の原書をフランス語に訳したもの。
(3) L. Oppenheim, International Law: A Treatise (1st Ed.; London, etc.: Longmans, Green & Co., 1905), I, 
192.





























(5) P. Pradier-Fodéré, Cours de Droit Diplomatique (2e édition; Paris: A. Pedone, 1899), p.203.
(6) 山本草二『国際法（新版）』（有斐閣、1994 年）、207 頁。






























アの 5 ヵ国の間で政治的均衡が成立したが、Nys は Francesco Giucciardini
を引用しつつ、これは部分的にせよフィレンツェの権力者ロレンツォ・デ・
メディチ（ Lorenzo de＇Medici ）の功績であった、と述べている (11)。
(9)『国際法外交雑誌』、第 27 巻第 3 号（1928 年 3 月１日刊）、泉哲「春秋時代の国際慣習」、１―11 頁。
筆者はこの論文の所在を入江啓四郎『中国古典と国際法』( 成文堂、1966 年 ) により知ったが、
入江教授自身は同書で、春秋時代の中国では諸国間に「国際法類似の秩序」、「準国際法秩序」
が参入した、と述べておられる（17 頁）。
(10) Hosack, On the Rise and Growth…, pp.12―5.












る。例えば、1492 年 1 月にキリスト教徒がイベリア半島より最終的にイ
スラム教徒を駆逐する前の 1469 年、カスティーリアのイサベル王女とア
ラゴンのフェルナンド王太子とが結婚、のち 2 人はそれぞれの国で王位に
つき（イサベルは Isabel I 、フェルナンドは Fernando II として。ただし、






























少なくなった。1961 年 4 月 18 日に作成された外交関係に関するウィーン













(13) Oppenheim, International Law…, I, 158―9.
(14) A. Pillet,“Sur les Droits Fondamentaux des Etats dans l＇ Ordre des Conﬂits qu＇ils font naître”dans 
Revue Générale de Droit International Public, Tome V (Paris: A. Pedone, 1898), p.68; Gilbert Gidel,
“Aspect Général de la Théorie Classique des Droits Fondamentaux des Etats” dans Recueil des Cours, 
Tome 10 (1925  V) (Paris: Hachette, 1927), p.541.
(15) Jennings et al (eds.), Oppenheim’s…, I, 331.
























































は EEC に対する初代代表として Joseph Mbeka 大佐を任命、EEC 理事会及
び委員会はこの任命に同意し、ハルシュタイン委員長は 1961 年 7 月 19 日、
その旨をコンゴー政府に通知した。10 月 5 日、Mbeka 大使は同委員長を
表敬訪問、かくて同大使は公式活動に入った。ベルギーは同大使の任命に
アグレマンを与えた理事会の構成メンバーであるから、国交のない国から
(18) Jean-Victor Louis, The Community Legal Order (European Commission,“European Perspective”)(3rd 






1962 年 3 月のことである (19)。
　ハ いわゆる分裂国家との外交関係についても問題が生じ得る。最近の
例は北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）で、EU は 2001 年５月 14 日、同
国と外交関係を設定したが、EU 加盟国（当時は 15 ヵ国）のうちフラン
ス及びアイルランドは北朝鮮と外交関係をもっていなかった。（アイルラ
ンドは 2003 年 12 月 10 日、同国と外交関係を樹立した。）(20)












(19) ベルギー領コンゴーは EEC 設立条約第 131 条の規定により EEC に連合されたが、独立後
AASM (Associated African States and Madagascar) の一つとなった。1960 年 10 月 19 日の EEC 理
事会の決定により、AASM が EEC と外交関係を樹立する場合も代表を任命する場合も EEC
側の同意は必要とされず、また代表による信任状の提出も不要とされた (M. Virally et al (éds.), 
Les Missions Permanentes auprès des Organisations Internationales ［Bruxelles: Bruylant, 1971］, I, 735
―6) 。なお、Mbeka 大使は 1965 年まで在任したので、コンゴーは一時期ブリュッセルに二つ
の外交使節団を置いていたことになる。同大使のあとを襲った Bernardin Murgal-Diaka 大使は
まず 1966 年 10 月 24 日、ベルギーに信任され、1967 年 1 月 11 日になって EEC に信任された。
EEC に対しては、Mbeka 大使の離任後、まず Ernest Kashemwa 公使参事官、つづいて Michel 
Suminwa 公使参事官が EEC に対する臨時代理大使であった。コンゴーがブリュッセルに置い
た二つの外交使節団は、1967 年 1 月に一つに統合されたことになる。
(20) 『外務省調査月報』2002 年度／ No.2、拙稿「北朝鮮と EU・EU 加盟国との関係」を参照されたい。
(21) Louis, The Community…, p.76.　本紀要第 135 号でも引用した（89 頁）。なお、Virally et al (éds.), 




























(22) かかる事態は、国際機関の許に EU 加盟国代表部及び欧州委員会代表部の双方が置かれてい
る場合にも生じ得る ( John H. Jackson, The Jurisprudence of GATT & the WTO [Cambridge, United 
Kingdom: Cambridge University Press, 2000], pp.272―3; The World Trade Organization: Constitution 
and Jurisprudence [ London: Royal Institute of International Affairs, 1998 ], pp.49―50)。
(23) 北ドイツ連邦の例を挙げているのは、例えば Alphonse Rivier, Principes du Droit des Gens (Paris: 
Arthur Rousseau, 1896), I, 439。Aussenpolitik の 1962 年 10 月号に掲げられた Carl A. Ehrhardt,
“Das diplomatische Korps bei der EWG in Brüssel”によると、Europäische Wirtschaft, Heft 11 ／
60 に掲げられた Karl Schilling,“Diplomatische Vertretungen der Europäischen Gemeinschaften in 
dritten Staaten”も北ドイツ連邦の使節権に触れているというが（S.660）、筆者は未見である。
なお、のち西ドイツ首相となった Ludwig Ehrhardt は、Aussenpolitik の 1967 年６月号に“Die 
Aussenbeziehungen der Europäischen Gemeinschaft”を寄稿している（SS.339―349）。



























のは 1997 年１月版からで、それ以前には、第三国代表向け及び AASM 代表向けの 2 種類の
マニュアルがあって委員会が外交団に配布していた。なお、AASM 19 ヵ国は、1975 年２月 28
日に第１次ロメ協定が調印されたあと ACP 諸国の一部となった。しかし、EEC（EU の発足後
は欧州共同体）に対する旧 AASM の代表及び EEC 条約第 238 条に基づいて EEC に連合した
国（現在はトルコのみ）の代表に対しては、第三国代表とはやや異なる接遇が与えられている。


















これは、本紀要第 135 号の記述から明らかであろう (99-100 頁 )。













(26) Virally et al (éds.), Les Missions Permanentes…, I, 728.
(27) Jennings et al (eds.), Oppenheim’s… , I, 1064.
−78− −79−




























(28) Jennings et al (eds.), Oppenheim’s…, I, 1057.

























あった（本紀要第 128 号、91 頁）。ある国に置かれる代表部が地方に広報
センターをもつ場合もある。例えば、在トルコ代表部は 1996 年 Gaziantep
に広報センターを開いたが、その後も 10 ヵ所以上に設置、2010 年 3 月 18




























もっていない。それはともかく、条約の効力が発生する前の 2009 年 9 月
22 日、筆者は在ジュネーヴ事務所の Dimitris N. Iliopoulos 大使から E メー






















































いうのは「自然の理」に反するのである。 筆者は、1982 年 1 月 18 日付
International Herald Tribune を読んでいたとき、イギリス及びヴァチカン市
国が前々日の 16 日、外交関係を大使級に格上げするための協定を締結、
450 年に及ぶ非正常な関係が終わりを告げた、という記事（UPI 電）を発





(31) Virally et al (éds.), Les Missions Permanentes…, I, 58 − 61.
(32) ヘンリー 8 世（在位 1509 − 47 年）は生涯を通じてカトリックの正当性を擁護し、宗教改革
に反対したことで知られるが、1527 年、王妃キャサリンとの結婚を無効にしようとして教皇
クレメンス 7 世と対立した。ヘンリー 8 世の死後、イギリスにおける宗教改革が進展、エリ
ザベス 1 世（在位 1558 − 1603 年）の下にアングリカニズムが確立した。エリザベス 1 世は
1563 年「三十九箇条」を発布、カトリック教会との争いは頂点に達し、1570 年、教皇ピウス
5 世は女王を破門、イギリス国教会（アングリカン・チャーチ）が成立するに至った。
　　周知の如く、ヴァチカン市国の成立は、1929 年 2 月、イタリア政府及び教皇庁が取り交わ
したラテラノ協定に基づく。イタリアが一つの王国に統一されたのは 1861 年のことであるが、
同国は当初教皇庁と対立していた。当時すでに教皇庁の許に外国使臣が駐在していたようで、
1871 年 5 月、イタリア議会は彼等に外交上の不可侵権を与えることを認めたが、教皇ピウス




かったが、イギリスは、1914 年、教皇庁（3 月 18 日付 The Times は“papal court”といっている。）




















　た。1938 年になって教皇庁代表は “apostolic delegate”のタイトルを付与され、また、1979 年
に至り、特別措置として代表部にようやく外交特権が付与された。いずれにせよ、両国間に
は外交関係が存在していたのであるが、ようやく 1982 年になってこれが大使級に格上げされ
たのである。同年 3 月 18 日、Monsignor Bruno Heim が pro-nuntio の資格でイギリス女王に信
任状を捧呈し（彼のタイトルは、それまで 8 年間、apostolic delegate であった。）、また 4 月 2
日付 The Times によると、イギリスの Sir Mark Heath 大使が教皇に信任された。（同紙は正確な
信任日を示さず。）
   　周知の如く、1815 年のウィーン規則は外交使節の階級として大使、全権公使及び代理公使
の三つを定めたが（1818 年、各国は全権公使及び代理公使の間に弁理公使の階級を加えるこ
とに合意した。）、1961 年に採択され、1964 年 4 月 24 日に効力を発生した外交関係に関する
ウィーン条約は弁理公使の階級を廃止、ふたたび大使、公使及び代理公使の 3 階級を定めた（第
14 条第 1 項）。ちなみに、外交使節の階級が三つまたは四つに定められるまでの状況及び各階
級に“extraordinary”等の形容詞が付する慣習の起源については、Satow, A Guide…, pp. 237−248。
　　Satow によれば、第 2 階級の教皇庁使節には、internonce apostolic、envoy extraordinary and 
delegate apostolic または delegate apostolic のタイトルが用いられたという（243 頁）。The Times
が報じたように、在英教皇庁代表のタイトルが 1938 年になって“apostolic delegate”になった
ということは、彼がこの年、全権公使に相当するランクに昇格したと解釈してよいと思う。
(33) 田岡良一『国際法講義』（有斐閣、1955 年）、119 − 123 頁。
−84− −85−
























機関の一般報告を読むと、“relations de caractère diplomatique”の表現が頻
出することに気付く。例えば、第 11 次報告（1962 年 2 月１日―1963 年１
月 31 日の期間をカバー）、ポイント 58、第 12 次報告（1963 年 2 月１日―
(34) Salmon は、欧州共同体及び第三国（EEC――現在の EC――に連合された諸国を含む。）の
間の関係にこの caractère を認めることができると述べるのみならず、加盟国が EU 理事会の許
に設置している代表部も伝統的な外交機能を果している、と記述する（Virally et al (éds.), Les 
Missions Permanentes…, I, 641―2, 718―721）。
−84− −85−
欧州共同体の使節権をめぐって
1964 年１月 31 日）、ポイント 59、第 13 次報告（1964 年 2 月１日―1965
年１月 31 日）、ポイント 62 等にこの表現が見出される。また、第 13 次報
告は、同じ箇所で“relations diplomatiques”の表現を使用している。
　EEC 委員会及びユーラトム委員会の一般報告も、当初から“relations 
diplomatiques”の表現を使っていた。例えば、EEC 委員会の第 3 次報告（1959
年 3 月 21 日―1960 年 5 月 15 日）、ポイント 389、第 4 次報告（1960 年 5
月 16 日―1961 年 4 月 30 日）、ポイント 209、ユーラトム委員会の第 5 次
一般報告（1961 年 4 月―1962 年 3 月）、ポイント 186、第６次報告（1962
年 3 月―1963 年 2 月）、ポイント 246 等においてである。例えば、EEC 委







　EEC 委員会の第 9 次一般報告（1965 年４月１日―1966 年 3 月 31 日）は、
東アフリカ 3 ヵ国（ケニア、ウガンダ及びタンザニア）で構成される代表
団が、1965 年 3 月１日―8 日、EEC 側と行なった交渉の過程で、交渉の







する。例えば、欧州委員会の 1998 年一般報告は、EU 理事会及び欧州委
(35) ケニア等 3 ヵ国が東アフリカ共同体（East African Community）を結成したのは 1967 年 12 月
１日であるが、3ヵ国は1963年7月、EECがAASMと同様な経済構造を有する国に対して行なっ
た呼びかけに応じ、これと連合協定を締結すべく交渉を開始することとなった。この際、3 ヵ













































　2008 年 2 月 27 日、コソヴォがセルビアからの独立を一方的に宣言した
際は、EU 理事会はその承認を各加盟国の裁量に委ねざるを得なかった。













の外交団リスト（従来のタイトルは Corps Diplomatique accrédité auprès 
des Communautés Européennes et Représentations auprès de la Commission で
あったが、条約実施後は Corps Diplomatique accrédité auprès de l’Union 












の tool になるというものである。CFSP はマーストリヒト条約（1992 年 2
月 7 日調印、1993 年 11 月１日効力発生）により創設され、アムステルダ
ム条約（1997 年 10 月 2 日調印、1997 年 5 月１日効力発生）等により補強
されたが、1999 年 6 月及び 12 月にそれぞれケルン及びヘルシンキで開催






を含めてこれまで EU 理事会が扱ってきた諸事項（すなわち、“Community 
matters”以外の諸事項）が新たに加わる、したがって各代表部のスタッフ
も増強され、専門化されると思われるのである。
　３．シュレーゲルは、“Der Gegenstand der Historie ist das Wirklichwerden 





(36) 欧州委員会、General Report 1999、 ポイント 635 及び 636。
(37) Friedrich von Schlegel, Charakteristen und Kritiken I (1796―1801) (München u.s.w.:Verlag 





すため、ECSC（そしてこれにつづく EEC 及び EAEC）の名称に「共同体」


































　本紀要第 133 号（2009 年 3 月刊）で、筆者は EU の職員録及び欧州共
同体の外交団リストについて触れた（46-61 頁）。
　職員録については、筆者は国立国会図書館が 2006/07 年版（“updated in 
July 2006”となっている。）まで所蔵していると述べた（59 頁）。
　その後、2008 年版（2008 年 5 月 27 日の状況を示す。）及び 2009 年版（2009
年 6 月 29 日の状況を示す。）が刊行された。その後も冊子の形で刊行が続
けられているが、国会図書館には 2008 年版までしかない。他の EUi につ





その後 2008 年 12 月版が発行され、国会図書館にも置かれている。
　しかし、外交団リストは 2009 年から冊子としては刊行されなくなった。
http://ec.europa.eu/dgs/secretariat_general/corps で閲覧するほかない。
　筆者は、EU による使節権行使の実態を 2009 年 11 月末までフォローする
つもりであったが、2009 年秋になっても国会図書館に外交団リストの新版




　 本 紀 要 第 135 号 の 冒 頭 で ふ れ た 拙 稿“Origins of the Concept of the 
‘Eurafrican Community’”に関連するのであるが、最近筆者が読んだ論文
でとくに興味があったのは『大阪商業大学論集（社会科学篇）』第 155 号





　本シリーズの執筆にあたり、EEC 委員会（のち EC 委員会、欧州委員会）
が EEC に連合された AASM( のち ACP 諸国 ) に置いた代表部がいつ開設
されたかはっきりせず、紀要第 129 号の拙稿はとくに不満足な内容となっ
た。前田教授の論文によると、欧州開発基金（EDF）の発足以前に Fonds
d＇Investissement pour le Développement Economique et Social des Territoires d＇-
Outre-Mer (FIDES) というフランス海外領土の開発のための基金があった
という（3 頁注 3）。そこで筆者が思ったのは、フランスが EEC の発足前
から海外領土のそれぞれに置いていた FIDES の事務所が 1968 年 1 月にほ
ぼそのまま EEC 委員会の事務所となり、EDF にかかわる事務の処理にあ
たったのではないかということである。前田教授によると、EEC 委員会
の開発担当委員及び EDF 総裁、さらに AASM にある委員会の主要事務所
のトップには長期にわたりフランス人が据えられたという。また、委員
会の開発総局長（DG VIII）には 5 代にわたってドイツ人が就任したが、
Karin Arts 及び Anna K. Dickson によると、彼等は「フランスを幸せにする
政策をすすめるというドイツの公式見解の忠実な遂行者」であったという
（3-6 頁）。












　ストラスブール代表部の初代代表は Ms Luisella Pavan-Woolfe で、2009
−92− −93−





　一方、EU は、リスボン条約の効力発生後であるが、2010 年 1 月 10 日、
アイスランドに代表部を開設した。それまで在ノルウェー代表部が同国を





る。やはりリスボン条約の実施後であるが、パラオの Carlos Hiroshi SALII
大使が EU に信任された（2010 年 4 月 6 日）。近くマーシャルが EU 代表
を信任せしめる予定という。
[ 訂正 ]
　本紀要第 135 号の拙稿 100 頁注 7 で、The European Commission, 1985-72





The Right of Legation
of the European Communities
―Parerga und Paralipomena (4) ―
KAWASAKI Seiro　
　The author takes up some of the subjects of a general nature in this ﬁnal portion 
of his study on the right of legation which the European Communities have 
exercised in the past. The articles he has so far contributed to this Bulletin and to 
the Bulletin of the Tokyo Kasei Gakuin Tsukuba Women’s University represent the 
result of many years of his  research, although he has not covered the whole range 
of the subject as yet.
　The following are the subjects discussed in this article:
　(1) The differences which may exist between the international competence 
of a sovereign State and that of an international organization; and the possible 
inﬂuence which some of the more developed international organizations, such as 
the European Union, may have upon the external competence of States not party 
to them.
　(2) In particular, the differences observable between the right of legation 
practiced by a State and that by the European Communities；and
　(3) How expressions like recognition, diplomatic relations, accreditation, 
etc., which are usually alluded to centuries-old practice among States, are now 
employed with regard to the European Communities.
　At present, the author intends to publish Annotated Summary of Lists of 
Delegations and Missions sent and received by the European Communities. The 
lists, compiled from the results of his own research, cover the period running from 
September 1952 through November 2009.
